
（単位：円）

1 美浜町物価高騰対策給付金事業 健康福祉課

①物価高が続く中で低所得者世帯への支援を行うことで、
   低所得者の方々の生活を維持する。
②住民税非課税世帯への現金給付（３万円）
　住民税非課税世帯の児童に対する現金給付（２万円）
　上記に係る事務費

23,070,240 23,070,240

①住民税非課税の702世帯に3万円、住
民税非課税の20世帯のこども39人に2万
円を支給した。

②物価高騰による低所得者世帯の負担
を軽減できた。

①特になし

②国の動向により検討する。

2 定額減税補足給付金事業 税務課

①デフレ完全脱却の総合経済対策として、１人当たり４万円
（所得税３万円＋住民税１万円）を減税する定額減税の実施
に合わせて、定額減税可能額が減税前税額を上回る（減税
しきれない）と見込まれる納税義務者へ差額を給付する。
②給付金額及び事務費

68,390,884 68,390,884

①・給付金
　　　対象額　　　69,020,000円
　　　うち支給額　66,120,000円
　・支給人数
　　　対象者      1,705人
　　　うち支給者 1,603人
②支給率
　・給付金　  95.79％
　・支給人数 94.01％

①なし

②国の動向による

3 省エネ家電買い換え促進事業 住民環境課

①長期化するコロナ禍や原油価格高騰等を受け、省エネ家
電の購入に要した費用の一部を助成することにより、エネル
ギー価格の高騰を踏まえた家庭の負担軽減を目的とする。
②省エネ基準を達成したエアコン、冷蔵庫の購入に際し１/3
または1/4を補助

6,588,000 6,500,000

①エアコンの入れ替え
   92件　4,402,000円補助
　 冷蔵庫の入れ替え
    55件　2,186,000円補助
②省エネ家電に入れ替えることで、電気
料金の負担軽減を図ることができた。

①現在も電気料金を含むエネルギー価格
の高騰が続いていることから、家庭の負
担軽減が必要。
②補助金申請件数も多いことから、令和7
年度まで実施予定。

4 福祉事業所等物価高騰対策支援事業 健康福祉課

①長期化するコロナ禍や原油価格高騰等を受け、電気料金
増加等の物価高騰の影響が大きく見込まれる町内介護、障
害サービス事業者に対して補助金を交付することで、利用
料への価格転嫁を抑制させ、安定したサービス提供が可能
となる。
②高齢者福祉施設への補助

3,062,680 307,000

①町内の障害者福祉事業所、高齢者福
祉事業所を運営する社会福祉法人等に
対し、電気料金や食材料費等の物価高騰
の影響額相当分の補助を行った。

②物価高騰による福祉事業所の負担の
軽減が図られ、安定的なサービスの提供
につながった。

①特になし

②国の動向により検討する。

5 小中学校入学等応援事業 教育総務課

①長期化するコロナ禍や原油価格高騰等を受け、保育園等
の年長及び小学６年生の小中学校入学の際の制服を町が
購入し支給することにより、エネルギー価格の高騰を踏まえ
た子育て世帯の負担軽減を目的とする。
②小中学校入学児童の制服を支給

3,543,830 3,543,830

①町内児童の制服購入費の負担を行っ
た。
【小学校入学児童】
保護者54名に対し、総額 1,259,470円 を
支給。
【中学校入学児童】
保護者53名に対し、総額 2,284,360円 を
支給。

②入学に伴う保護者の経済的負担軽減
が実現されるとともに、町の子育て政策の
充実が図られた。

①課題
子育て世代の経済的負担軽減をさらに推
進する必要があるほか、兄弟の制服を活
用する家庭への対応が求められる。ま
た、支給までの手続きや流れを分かりや
すく周知する必要がある。

②方向性
子育て世代の経済的負担軽減を引き続き
進めるとともに、制服購入が不要な家庭
への柔軟な対応を検討する。また、支給
手続きの流れを整理し、分かりやすく周知
することで利便性の向上を図る。
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